	経済情勢トピックス《大阪府の賃金動向》


	大阪府の賃金動向は全国と比較して弱い動きとなっていますが、その理由として、「パートタイム労働者の増加とパートタイム労働者比率の上昇」、「パートタイム労働者の多様化」といった要因が考えられます。
ただし、大阪府において、企業が支払っている給与の合計（雇用者所得総額）を計算すると増加傾向となっています。これは、一般労働者の給与が減少に寄与しているものの、一般労働者・パートタイム労働者数の増加が雇用者所得総額の増加に大きく寄与しているためです。
この雇用者所得総額について大阪府と全国を比較すると、全国と大阪府ともに増加基調であり、両者の乖離は小さくなっているため、大阪府の賃金動向は単純にデータからみるような弱い動きであるとはいえません。
　ただ、景気回復の動きを持続的・自律的なものとするためにも、今後の賃金動向が注目されます。


１.　はじめに
アベノミクスによる経済政策が行われてから１年が経過しました。現在の景気は底打ちから改善傾向にあり、長期にわたったデフレからの脱却が進展しつつあります。そして今後では、経済の自律的好循環の確立に向けて、賃金の上昇が課題となっています。
　しかし大阪府では、図表１にあるように、賃金の動きは全国よりも弱い動きとなっています。全国の名目賃金指数（常用雇用者一人あたりの現金給与総額）は、所定外労働時間の増加による残業代の増加などによって、25年後半から増加しています。大阪府でも所定外労働時間は増加していることや、大阪府では平成25年10月に最低賃金が時間額800円から819円と2.4％も上昇したにもかかわらず、それらの動きがデータ上まったく反映されていないようにみられます。それよりも、逆に大阪府と全国の名目賃金指数の動きには、乖離が広がっているようにもみられます。
　もっとも、大阪府の25年6月における大幅な減少は、特定の産業において、夏季賞与が前年よりも大きく減少したことによる影響が大きいのですが
、それ以外にも大阪府の賃金動向が弱い理由がありそうです。

以下では、大阪府の賃金動向がこのような動きをしている理由について、主に就業形態別にみていくことにより、その理由を探っていきます。
図表１　大阪府と全国の名目賃金指数の推移
（5人以上、調査産業計）
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（出所）厚生労働省、大阪府統計課「毎月勤労統計調査」

２　就業形態別の賃金動向

２．１　パートタイム労働者の増加とパートタイム労働者比率の上昇

　最近の賃金動向が弱い理由として一般的に言われていることは、雇用形態が多様化し、パートタイム労働者が増加していることです。そのことについて、図表２は大阪府の一般労働者
とパートタイム労働者の月末雇用者数の対前年比増減率を表したもの
です。一般労働者は25年前半はほぼ横ばい、後半は増加基調で推移していますが、パートタイム労働者は年を通じて増加基調にあります。そのため、全労働者に占めるパートタイム労働者比率は上昇傾向にあり、20年では25％程度だったのが、25年11月では30％を超えています
。

以上のことから、一般労働者と比較して賃金が安い、パートタイム労働者が増加することによって、大阪府の賃金動向が弱くなっているようです。

図表２　就業形態別の雇用者数の増減率
（大阪府、5人以上、調査産業計）
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（出所）大阪府統計課「毎月勤労統計調査」
２.２　パートタイム労働者の多様化
それでは、一般労働者とパートタイム労働者の現金給与総額はどのように推移しているのでしょうか。図表３は一般労働者とパートタイム労働者の一人当たり現金給与総額の推移を表したものです。25年の一般労働者の現金給与総額は若干減少していますが、パートタイム労働者の現金給与総額では、それ以上に減少幅が大きくなっています。
図表３　就業形態別の現金給与総額の増減率
（大阪府、５人以上、調査産業計）
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（出所）大阪府統計課「毎月勤労統計調査」

　図表２では、パートタイム労働者が増加していることをみました。パートタイム労働者が増加しているということは、それだけ労働需給が逼迫していると考えられるため、残業代等により、パートタイム労働者の現金給与総額は増加してもよさそうです。しかし、図表３のように、なぜパートタイム労働者の現金給与総額は減少しているのでしょうか。

　それについて、就業形態別の総実労働時間をみてみます（図表４）。25年前半は曜日の関係から出勤日数が短かかったため、一般労働者・パートタイム労働者ともに総実労働時間は減少していますが、それ以降では一般労働者がほぼ横ばいであるのに対し、パートタイム労働者の総実労働時間は減少傾向にあります。
パートタイム労働者数が増えているにもかかわらず、労働時間が短くなっていることから考察すると、最近ではパートタイム労働者が集まりにくくなっているために、短時間パートなどパートタイム労働者の就業形態が多様化している可能性が考えられます
,
。
図表４　就業形態別の総実労働時間の増減率
（大阪府、５人以上、調査産業計）
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（出所）大阪府統計課「毎月勤労統計調査」

２.３　雇用者所得総額の伸び率
これまで、大阪府の賃金動向が弱い理由として、パートタイム労働者比率の上昇等にその原因があるのではないかということをみてきました。それでは、それらの要因はどの程度賃金動向に反映されているのでしょうか。
それを見るにあたって、一般労働者とパートタイム労働者の雇用者数と一人当たり給与をそれぞれ掛け算して、その両者を足した雇用者所得総額を計算し、どの要因が増減に寄与しているのかを見てみたいと思います。図表５は、大阪府の雇用者所得総額の変化率を計算したものですが、先の図表１（雇用者一人当たり現金給与総額）のように減少傾向ではなくて、増加傾向にあります。

すなわち、大阪府ではパートタイム労働者が増加しているために、雇用者総数で雇用者所得総額を割った雇用者一人当たり現金給与総額は大阪府は減少傾向にありますが、相対的に給与が安いパートタイム労働者が増加しているためであり、雇用者所得総額でみると増加基調にあります。
また図表５は、雇用者所得総額の変化率について、「一般労働者の給与要因」、「一般労働者の増減要因」、「パートタイム労働者の給与要因」、「パートタイム労働者の増減要因」という４つの要因に分解しています
。これをみると、雇用者所得総額の変化では、「一般労働者の増減要因」と「パートタイム労働者の増減要因」はプラスに寄与しているものの、「一般労働者の給与要因」がマイナスに寄与していることがわかります。

すなわち、大阪府の足元の雇用者所得を押し上げているのは雇用者数要因であり、一般労働者の賃金動向の弱さもありますが、雇用者数が増えているために雇用者所得総額の増加傾向となっているといえます。
図表５　大阪府の雇用者所得総額の寄与度
（５人以上、調査産業計）
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（出所）大阪府統計課「毎月勤労統計調査」
　それでは、この雇用者所得総額について大阪府と全国を比較するとどうでしょうか。図表６は、雇用者所得総額の伸び率を大阪府と全国で比較したものです。25年の雇用者所得総額は大阪府・全国ともに増加基調にあり、大阪府の賃金動向が必ずしも弱いとは言えない状況となっています。

図表６　大阪府と全国の雇用者所得総額の増減率
（５人以上、調査産業計）
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（出所）厚生労働省、大阪府統計課「毎月勤労統計調査」

３.　まとめ

　デフレからの脱却や経済の自律的好循環の確立に向けて賃金上昇が欠かせませんが、今のところデータからは労働需給の逼迫がまずは雇用者数の増加に影響しており、給与等への反映はまだまだのようです。しかしながら、現在では、依然として労働需給は逼迫していることや、企業業績が改善傾向にあることなどから、今後給与が上がっていくことが期待されます
。

（佐野　浩）
� それ以外の理由として、夏季賞与支給月が6月から7月へと移行しつつあるのも６月が大幅に減少している要因と考えられる。


� 毎月勤労統計調査における定義において、「一般労働者」は、常用労働者のうち、次のパートタイム労働者以外の者、「パートタイム労働者」は、常用労働者のうち、１日の所定労働時間が一般労働者より短い者、もしくは、１日の所定労働時間が一般の労働者と同じで１週の所定労働日数が一般の労働者よりも短い者のいずれかに該当する者をいう。


� 24年1月に毎月勤労統計調査の調査標本替えが実施され、それ以前のデータとの連続性が失われているため、1年間の比較しかできなかった。なお、大阪府分の調査においては、大阪府の就業形態比率に即した調査が行われていないことにも注意が必要である。


� 25年11月における大阪府の一般労働者は約253万人、パートタイム労働者は約110万人。また全国のパートタイム労働者比率は25年速報で29.4％となっており、大阪府は全国よりもパートタイム労働者比率は高いと思われる。


� 税金や保険料等の関係から、年収を一定限度額に収めるために、時給が上がった分を、労働時間で調整しているという理由もある。


� 常用労働者数と労働時間の変化では産業ごとに違いが見られる。「製造業」では、一般労働者は減少し、パートタイム労働者が増えており、パートタイム労働者の労働時間は減少している。「卸売・小売業」では、一般労働者は増加、パートタイム労働者は減少しており、労働時間は両者ともに増加している。「医療・福祉」では、一般労働者・パートタイム労働者ともに増えているものの、パートタイム労働者の労働時間が減っている。


� W=雇用者報酬総額、Wn＝一般労働者の給与、Wp＝パートタイム労働者の給与、Ln=一般労働者の雇用者数、Lp=パートタイム労働者の雇用者数とすると、


W=WnLn + WpLpであることから、�△W／W=[△Wn／Wn×WnLn／W] + [△Ln／Ln×WnLn／W] + [△Wp／Wp×WpLp／W] + [△Lp／Lp×WpLp／W] であり、第一項目は「一般労働者の給与要因」、第二項目は「一般労働者の増減要因」、第三項目は「パートタイム労働者の給与要因」、第四項目は「パートタイム労働者の増減要因」となる。


� その他に給与が上がらない理由として、労働者の年齢構成の変化や、企業業績に連動して給与が決まるが、24年は業績が悪かった企業が多かったなどの理由も考えられる。





